
＜編集メモ＞

薄オレンジ：反映済み（一部含む）

薄い青：企画課担当箇所

青：企画課担当修正済み

黄色：反映中、検討中など

・基本的に１桁の数字は全角、２桁以上は半角

例）令和５年６月12日、６件、12か所、令和５年度

・例外として、単位がなく数字のみの場合と、アルファベット表記の年号は半角

例）5、12,340、H30、R4、R4年度

令和５年度
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神奈川県自然環境保全センター

箱根出張所

本館 本館展示室
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１　沿革

２　主な所掌事務

・ 丹沢大山自然再生計画の総合的、計画的な推進
・ 丹沢大山自然再生事業の実施
・ 自然環境の保全及び森林資源の利用等に関する研究開発ほか
・ 自然公園の管理指導及び施設整備
・ 野生生物の保護管理
・ 自然環境保全に係る普及啓発

・ 自然環境保全に係るボランティア等の活動の推進
・ 県営林の管理経営
・ 承継分収林に関すること

３　 職員配置                            （令和６年３月31日現在） 　（単位：人）

 〈1人〉

 〈1人〉

〈11人〉

 〈16(8)人〉

 〈7人〉

　注：(  )内は、森林監守（非常勤職員のうち勤務日数が少ない職員で内数）

　平成12年４月１日、神奈川県行政組織規則の一部改正により、「県立自然保護セン
ター」（昭和53年10月設置）、「箱根自然公園管理事務所」（昭和35年12月設置）、
「丹沢大山自然公園管理事務所」（昭和40年４月設置）、「森林研究所」（昭和32年
５月設置）及び「県有林事務所」（昭和35年６月設置）の５事務所を統合し、企画管
理部、自然保護公園部、県有林部、研究部及び足柄出張所、箱根出張所、清川出張所
の４部３出張所をもって、厚木市七沢に自然環境保全センターが設立された。
　平成16年４月１日、清川出張所は県有林部に統合され、４部２出張所となった。
　平成19年４月１日、企画管理部を廃止し、自然再生企画部を設置した。
　平成21年７月17日、条例の一部改正により、公の施設「神奈川県立自然保護セン
ター」の名称を「神奈川県立自然環境保全センター」へ改めた。
平成22年４月１日、水源の森林づくり推進業務及び社団法人かながわ森林づくり公

社からの業務移管を受けて県有林部を廃止し、森林再生部を設置した。また、研究機
能の見直しに伴い、研究部と自然再生企画部を統合し、研究企画部を設置したことに
より、３部２出張所となった。
　平成27年６月１日に水源の森林づくり推進業務は、水・緑部（現　緑政部）水源環
境保全課へ移管された。

　みどりの保全・創造に関する県民ニーズへの対応や緑関連施策の効果的な展開及び
森林等の自然環境の保全再生を図るため、主に次の業務を行っている。

組　 　織 事務職員 技術職員 技能職員 計（常勤）
臨時的

任用職員
再任用職員

会計年度
任用職員

副 所 長 1 1

所 長 1 1

1 ２

研究
企画部
〈32人〉

研究企画部長兼
自然保護公園部長

1 1

管 理 課 7 1 8

自然再生企画課 3 2 5 1 2

1 16

自然保護
公園部
〈42人〉

自然保護課 3 1 4 1

研究連携課 4 2 6

20

野生生物課 3 3 2

6

森林
再生部
〈30(6)

人〉

森林再生部長 1 1

自然公園課 6 6

県有林経営課 5 5 1

9(6)

分収林課 6 6 ２

県有林整備課 6 6

12(8)

箱根出張所 3 3 1 3

足柄出張所 3 3 1

2 75(14) 合    計   〈140(14)人〉 14 42 3 59 4
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４　組織及び業務

（主な分掌事務）

・庶務、予算経理、財産管理
・「県立自然環境保全センター」の管理運営
・国定公園及び県立自然公園に係る許認可
・自然公園及び県有林等に係る財産管理

・

・丹沢大山自然再生委員会に関すること
・

・

・調査、試験研究等の企画及び調整

・

・効果的な水源林の整備に関する研究開発
・野生生物と共存できる森林管理技術開発

・

・

・野生傷病鳥獣の救護

・特定鳥獣（シカ）の保護管理、調査
・

・国定公園、県立自然公園に係る管理・指導
・自然公園施設等の整備及び管理運営
・

・県営林管理経営、県行造林契約
・林産事業

・県営林の造林、保安林整備
・県営林内の路網整備

・承継分収林に関すること

・県営林の造林、保安林整備

・

・

所 長

副 所 長 管 理 課

自
然
保
護
公
園
部

自然保護課 自然環境保全に係る展示、研修、相談、指導
及び普及
自然環境保全に係る各種団体、ボランティア
等との連絡調整

野生生物課
野生動物保護管理に係る関係機関等との連絡
調整

自然公園課

研
究
企
画
部

自然再生企画課 丹沢大山自然再生計画の推進に係る企画立案、
進行管理及び関係機関との連絡調整

自然環境保全及び丹沢大山の自然再生に係る
情報の収集・提供
公園計画、公園事業等（丹沢大山国定公園、
県立丹沢大山自然公園及び県立陣馬相模湖
自然公園に係るものに限る）の決定等

研究連携課 丹沢大山の自然環境モニタリングと再生技術
開発

箱 根 出 張 所 富士箱根伊豆国立公園（箱根地域）における
県管理の公園施設等の整備及び管理運営
県立真鶴半島自然公園、県立奥湯河原自然公園
に係る管理・指導、公園施設等の整備及び管理
運営

東海自然歩道及び首都圏自然歩道の整備及び
管理運営

森
林
再
生
部

県有林経営課

県有林整備課

分 収 林 課

足 柄 出 張 所

修正なし）
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５　管理対象

（令和６年３月31日現在）

○ 国立公園・国定公園・県立自然公園

名称 面積 市町村

富士箱根伊豆国立公園
（箱根地区）

10,356ha
小田原市、南足柄市、箱根町、湯河原町
※うち別記施設を管理（他は国が管理）

丹沢大山国定公園 27,572ha
相模原市、秦野市、厚木市、伊勢原市、松田町、山北
町、清川村

県立丹沢大山自然公園 11,355ha
相模原市、秦野市、厚木市、伊勢原市、山北町、愛川
町、清川村

県立陣馬相模湖自然公園  3,785ha 相模原市 

県立真鶴半島自然公園 138ha 真鶴町 

県立奥湯河原自然公園 1,932ha 湯河原町 

計 55,138ha 参考：全県面積  241,632ha（令和5年４月１日現在）  

管理課

課・出張

管理課

（修正な

課・出張

（管理課

凡 例

県 立 公 園

県有林・県行造林

ビジターセンター

自然環境保全セン
ター及び各出張所

長 距 離 自 然 歩 道国 立 公 園

国 定 公 園 ・

神奈川県自然環境保全センター

足柄出張所

箱根出張所

秦野ビジターセンター

西丹沢ビジターセンター

富士箱根伊豆国立公園（箱根地域）

県立丹沢大山自然公園

丹沢大山国定公園

県立陣馬相模湖自然公園

県立奥湯河原自然公園

県立真鶴半島自然公園

東海自然歩道

首都圏自然歩道
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○　県立ビジターセンター                                                        

秦野ビジターセンター        （平成９年度設置、設置場所：秦野市堀山下）

西丹沢ビジターセンター （昭和48年度設置、設置場所：山北町中川）
（平成29年４月より「西丹沢自然教室」から名称変更）

宮ケ瀬湖集団施設地区及び鳥居原園地

（平成９～11年度設置、　設置場所：清川村宮ヶ瀬、相模原市緑区鳥屋）

○　長距離自然歩道                                                                  

東海自然歩道                            （相模原市、山北町）  

首都圏自然歩道   

※連絡区間等46.4ｋｍを含む

                                                                            

                                                                                       

○　県営林区域

                                                        （ 県民の森等 ）　※　県有林内に設置 

                     　　                               表丹沢県民の森 （秦野市三廻部）    

                     　  　                                高麗山県民の森 （大磯町高麗）   

                 　      東丹沢県民の森  （清川村煤ヶ谷、宮ヶ瀬）     

                    　 　                              西丹沢県民の森 （山北町玄倉）  

○　承継分収林

○　富士箱根伊豆国立公園内管理施設                                             

                                                     ・集団施設地区

  　・園地

元箱根園地

箱根町園地

大涌谷園地

甘酒茶屋園地

・歩道　 （８歩道）

　  ・駐車場

計 323km

○　指定管理施設                                                       

126km

197km※ （横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、
茅ヶ崎市、逗子市、相模原市、三浦市、秦
野市、厚木市、伊勢原市、葉山町、大磯
町、愛川町、清川村）

3,678ha

県 有 林 6,470ha

県 行 造 林 1,564ha

計 8,034ha （参考：全県森林面積　94,348ha（R5.4現在））

85ha

29ha

1,828ha

162ha

湖尻集団施設地区 118ha

計 6.0ha

畑引山集団施設地区 　44ha

計 162ha

82.1km

13箇所

2.2ha

1.8ha

1.0ha

1.0ha
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○ 建物等配置図（自然公園施設・県営林・試験林等は除く）

自然環境保全センター 所 在 地： 厚木市七沢657

土地面積： 　合計 200,810.27㎡ 建物面積： 合計 5,455.50㎡

  事務所用地・研究施設 73,029.18㎡ 本館 1,956.21㎡

　野外施設 127,781.09㎡ 研究棟 1,478.00㎡

機械室棟 119.77㎡

別館 456.76㎡

野外管理施設ほか 1,444.76㎡

箱根出張所 所 在 地： 足柄下郡箱根町元箱根旧札場164

土地面積： 2,500.00㎡ 建物面積： 236.85㎡

足柄出張所 所 在 地： 足柄上郡開成町吉田島2489-2　（県足柄上合同庁舎内）

圃場

圃場

機械室棟

野外施設管理棟

別館

車庫・倉庫等

研究施設

下線部：公開施設

展示室, 図書室, 管理課, 

研究企画部(自然再生企

画課), 自然保護公園部,

森林再生部

研究企画部(研究連携課)
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６　歳入歳出決算額(自然環境保全センター関連)

一般管理費 64,239,777

財産管理費 14,904,450

政策費 政策調整費 1,838

農業費 農業技術センター費 216,000

林業総務費 29,717,600

林業振興指導費 759,615

造林費 296,191,254

林道費 84,256,830

治山費 33,440,549

自然保護推進費 5,996,942

自然保護対策費 352,773,877

自然環境保全センター費 30,980,326

913,479,058

自然保護費 236,523,553

水源環境調査費 175,423,284

水源林環境費 410,005,355

821,952,192

1,735,431,250

　自然環境保全センターの令和５年度の歳入決算額は75,986,759円、歳出決算額は1,735,431,250円であった。
　歳入は土地の使用料及び貸付収入等で、歳出の科目別決算状況は次のとおり。

会計 款 項 目 決算額(単位:円)

合計

一般会計

総務費

総務管理費

農林水産業費

林業費

環境費 自然保護費

計

水源環境保全・
再生事業会計

水源環境保全・
再生事業費

保全・再生事業費

計
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Ⅱ　センター全体で取り組む中長期計画
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１　丹沢大山自然再生計画

(1) 計画策定にいたる経緯

(2) 計画の概要

【景観域と特定課題の関係】

◎＝特に重要な課題

丹沢山地では、1980年代からブナの立ち枯れや、ニホンジカの採食による林床植生
の衰退・土壌流出、オーバーユースによる登山道の荒廃など自然環境の劣化が目立ち
始めたため、県は平成11年に「丹沢大山保全計画」を策定し、取組を実施した。しか
しながら、環境の劣化に歯止めをかけることができなかったため、市民団体、学識経
験者、企業、行政など多様な主体による「丹沢大山総合調査実行委員会」が組織さ
れ、平成16～17年に丹沢大山総合調査が実施された。
　また、この調査結果を基に実行委員会（現在の「丹沢大山自然再生委員会」）は、
平成18年に自然再生の基本方針と新たな枠組を示した「丹沢大山自然再生基本構想」
を策定した。
　県は、この基本構想に基づき、「丹沢大山自然再生計画」を平成19年に策定し、丹
沢大山の保全・再生に取り組んできた。

丹沢大山自然再生基本構想と同様に、丹沢を森林のタイプ、地形、標高などによっ
て４つの景観域（奥山域、山地域、里山域、渓流域）に区分し、それぞれ自然再生の
目標を設定するとともに、景観域ごとの特定課題（４つ）と、景観域に共通する特定
課題（４つ）を掲げ、各種対策を実施する。

○ ○

Ⅳ 渓流生態系の再生

○Ⅶ 外来種の監視と防除 ○

◎Ⅴ シカ等野生動物の保護管理 ◎

○ 景観域に共通する課題

◎

Ⅵ 希少動植物の保全 ◎ ○ ○

Ⅲ 地域の再生

Ⅱ 人工林の再生

Ⅷ 自然公園の利用のあり方 ○ ○○ ○

渓流域里山域山地域奥山域　特　定　課　題

○ 景観域に特有の課題

Ⅰ ブナ林の再生 ◎

◎

◎

◎

◎◎
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(3) 丹沢大山自然再生計画の推進体制

(4) 第１～３期丹沢大山自然再生計画の主な成果と課題

【里山域】（特定課題：Ⅲ地域の再生）

【山地域】(特定課題：Ⅱ人工林の再生)

【奥山域】(特定課題：Ⅰブナ林の再生)

　本計画は、図のようなＰＤＣＡサイクルにより進捗管理し、順応的に事業を見直し
ながら、概ね５ヶ年毎に計画を見直し、本計画を推進する（第１期：H19.4～H24.3、
第２期：H24.4～H29.3、第３期：H29.4～R5.3※、第４期：R5.4～R9.3）。

　本計画は「丹沢大山自然再生委員会」に
よる点検・評価を受けながら実施する。

　また、本計画による事業進捗の管理を
行う「丹沢大山自然再生推進本部」を神
奈川県庁内の横断的な組織として設置
し、関係部局が連携を図りながら計画を
推進する。

 ※ 新型コロナウイルス感染症への対応に注力する必要から第４期計画策定に係る作業を１年延期。

○成果
・林道から遠い人工林では混交林化を目指して、
　間伐後に林床植生が増加
・林道から近い人工林では間伐や間伐材の搬出促
　進により健全な人工林を育成
●課題
・林床植生の増加はいまだ一部に留まっているた
　め、引き続き森林整備とシカ管理の連携が必要

○成果
・「丹沢ブナ林再生指針」（H29作成）を活用
　して、土壌保全対策工とシカの管理捕獲、
　モニタリングを連携実施し、ブナ等自然林
　再生の道筋づけ
・シカ管理捕獲により、場所により林床植生の
　増加と絶滅危惧種の出現
●課題
・「丹沢ブナ林再生指針」のロードマップの
　点検、見直し、事業の順応的な実施
・西丹沢等県境部での土壌流出の懸念
・高標高域人工林での土壌流出対策とシカ対策
　の総合的な取組の必要性

○成果
・かながわ鳥獣被害対策支援センターを設置
　（H29.4）し、鳥獣被害対策を総合的に支援
・「里地里山活動協定」の認定団体が増加して
　里地里山保全の取組が促進
・８市町村で化学合成農薬の使用量を削減
●課題
・地域ぐるみの鳥獣被害対策等の継続的な推進
・里地里山での活動団体の人手と資金不足の解決
・カシノナガキクイムシによるナラ枯れ等森林病
　虫害の発生

図 PDCAサイクルによる各組織・機関の関連図

ブナ衰退枯死要因関連図

シカ管理捕獲を実施した整備地

地域住民による鳥獣被害対策検討会
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(5) 第４期丹沢大山自然再生計画の概要

○成果
・「渓畔林整備の手引き」(H29.3）を参考にして、
渓流沿いの私有林（人工林）で森林整備の実施

●課題
・林床植生が衰退した森林から渓流への土壌流出
が持続

【奥山域】(特定課題：Ⅰブナ林の再生)

【渓流域】（特定課題：Ⅳ渓流生態系の再生）

【景観域共通】（特定課題：Ⅴシカ等野生動物の保護管理、Ⅵ希少動植物の保全、
Ⅶ外来種の監視と防除、 Ⅷ自然公園の利用のあり方）

【渓流域】（特定課題：Ⅳ渓流生態系の再生）

【里山域】（特定課題：Ⅲ地域の再生）

【山地域】(特定課題：Ⅱ人工林の再生)

　「渓畔林整備の手引き」を普及・活用して、私有林を含めた渓流沿いの人工林を整
備するとともに、各種モニタリングを継続しながら、渓流生態系の保全・再生手法の
検討を進める。
○主な構成事業
渓畔林整備地のモニタリング、モデル流域における渓畔林等自然林の再生

　地域が主体となって行う鳥獣被害対策や里地里山の保全・再生・活用、環境に配慮
した農業などの取組を支援し、地域一帯の活動を推進するほか、ナラ枯れ被害対策に
ついて助言指導や技術支援を行う。
○主な構成事業
地域主体の鳥獣被害対策や、地域特有の課題に応じた森林整備等の実施の支援
等

・希少種保全手法の検討や外来種監視を継続する。
・計画的な登山道整備や、自然公園利用のマナーの普及啓発活動等を継続する。
・丹沢大山自然再生委員会等と連携した自然再生事業の総合評価と検証の実施
○主な構成事業
団体等との協働による自然再生の取組の推進

　立地環境に応じた多様な自然生態系の再生を目指して、ブナ林衰退の拡大を防止す
るため、「丹沢ブナ林再生指針」等も活用し、植生保護柵、土壌保全工、シカ管理等
を効果的に組み合わせた取組を継続し、近隣自治体等との連携も推進する。
○主な構成事業
・ブナ林の保全・再生対策
・奥山域におけるシカの管理捕獲等

　地域特性に応じて、人工林におけるスギ・ヒノキと広葉樹との混交林化や、森林資
源の活用による持続的な森林管理に向けた整備を進めるとともに、森林整備とシカ管
理捕獲の連携において森林整備と一体化したシカ管理手法の確立に取り組む。
○主な構成事業
・公益的機能を重視した混交林等への転換
・シカ管理を統合した森林管理の推進

【景観域共通】（特定課題：Ⅴシカ等野生動物の保護管理、Ⅵ希少動植物の保全、
Ⅶ外来種の監視と防除、 Ⅷ自然公園の利用のあり方）

○成果
・登山道整備等の県民協働による活動の促進
・環境配慮型山岳公衆トイレの維持管理と新設
・自然再生委員会と連携した普及啓発活動の推進
●課題
・自然再生委員会等との連携による自然再生の取
組の実践と、人材育成、普及啓発の継続的推進

整備された渓畔人工林

登山道補修活動
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（第４期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画より一部編集のうえ転載）

(1) これまでの経緯

(2)　第４期計画の基本事項

ア　計画の目的

イ　計画期間

ウ　対象事業と対象地域

２　かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画

　神奈川県では、昭和13年に相模ダムの建設を計画してから60余年にわたり４
つのダムを建設し、戦後の人口増加と工業化の進展を支え、県民の豊かな生活
の基礎を築いてきた。
　平成13年３月に宮ヶ瀬ダムが完成し、県民が将来にわたり必要とする水を確
保するための施設は概ね整ったが、一方で、都市化の進展に伴い、水源地域も
含め本県の水をめぐる環境は、徐々に劣化が進んでいった。深く傷ついている
水源環境を放置すれば、安全・安心な水利用は損なわれ、深刻な事態になるも
のと憂慮されたことから、本県の水資源対策を、「水量の拡大を目的とした水
源開発」から「既存水源の維持と質の向上を目的とした水源環境の保全・再
生」へと、移行する必要があった。
　そこで、平成12年から５年間にわたり、今後の水源環境保全・再生のあり方
について、県民をはじめ、市町村、水道事業者、さらには県議会における論議
など、様々な形で議論を重ね、平成19年度以降の20年間における水源環境保
全・再生の将来展望と施策の基本方向について「かながわ水源環境保全・再生
施策大綱」として取りまとめた。
　施策大綱では、水源環境の保全・再生に関し、「さらに充実・強化した取組
を体系的に、かつ長期にわたって継続的に推進していくためには、安定的な財
源の確保も含め、県民全体で水源環境保全・再生の取組を支える新たな仕組み
が必要」としている。この考え方のもと、５年間で取り組む特別の対策事業に
ついて「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」として取りまとめると
ともに、計画実行の裏付けとなる安定的な財源を確保するための個人県民税の
超過課税（水源環境保全税）を導入し、第１期から第３期までの実行５か年計
画を展開してきた。
　令和３年11月策定の第４期計画では、豊かな水を育む森と清らかな水源の保
全・再生のために、施策大綱期間の最後の５年間となる令和４年度から令和８
年度に取り組む特別の対策について明らかにした。

　将来にわたり県民が必要とする良質な水の安定的確保を目的として、水
の恵みの源泉である水源環境を保全・再生するための特別の対策を推進す
る。

　「施策大綱」の20年間の全体計画期間のうち、第４期となる最後の５年
間（令和４～８年度）

　対象事業は、主として、水源かん養や公共用水域の水質改善など、水源
環境の保全・再生への直接的な効果が見込まれる取組とする。
　事業の主たる対象地域は、ダム集水域を中心とする県内水源保全地域及
び相模川水系県外上流域（山梨県）とする。
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(3)　第４期計画における特別の対策事業の内容

(4)  自然環境保全センターでの取組

３　土壌保全対策の推進
（ねらい）　台風災害により発生した森林の崩壊地等において、これまでの土
壌保全対策に加えて新たに土木的工法も導入し、水源かん養機能の発揮に重要
な役割を果たす森林の土壌保全対策の強化を図る。
（目標）　県内水源保全地域内の崩壊地において、崩壊の拡大や森林土壌の流
出を防止するため、土木的工法も取り入れた土壌保全対策を推進する。
　また、水源の森林エリア内のシカの採食等による林床植生の衰退に伴い、土
壌流出が懸念される森林において、筋工や植生保護柵等を組み合わせた土壌保
全対策を推進する。

10　水環境モニタリング調査の実施
（ねらい）　「順応的管理」の考え方に基づき、事業実施と並行して、水環境
全般にわたるモニタリング調査を実施し、事業の効果と影響を把握しながら評
価と見直しを行うことで、柔軟な施策の推進を図る。
（目標）　水源環境保全・再生施策の実施効果を評価するために必要な時系列
データを収集し、効果的な施策の展開に資する。
　このほか、かながわ森林づくり公社から県が引き継いだ分収林のうち、木材生産を
通じた公益的機能の維持が困難であり環境保全に目的を転換する森林については、
「１　水源の森林づくり事業の推進」の事業において水源林として整備することとし
た。
　なお、第２期計画まで実施していた「渓畔林整備事業」は、モデル林を整備し効果
を検証して整備手法を確立したことから、第３期計画以降は、独立した事業とせずに
得られた手法を「水源の森林づくり事業」などにおいて展開することとした。これま
で整備したモデル林は、今後もモニタリングを継続し良好な渓畔林への遷移を確認す
るとともに、必要に応じて整備を行うこととしている。

　水源環境の保全・再生を目的と
し、第４期計画（令和４～８年度）
において、充実・強化して推進する
特別の対策は、

①水源かん養や公共用水域の水質改
善など、水源環境の保全・再生への
直接的な効果が見込まれるもので、
県内水源保全地域を中心に実施する
取組及び相模川水系県外上流域（山
梨県）において両県で共同して行う
取組

②水源環境保全・再生を進めるため
に必要な仕組みに関する取組

のいずれかに該当する事業とし、よ
り事業効果が発揮できるものへと見
直しを行い、11の事業とする。

  自然環境保全センターは、第４期
計画の11事業のうち、以下の事業に
ついて取組を進める。

２　丹沢大山の保全・再生対策
(ねらい)　水源の保全上重要な丹沢大山を中心として、シカ管理による林床植
生の衰退防止や衰退しつつあるブナ林等の再生に取り組むことで、森林土壌の
保全や生物多様性の保全などの公益的機能の高い森林づくりを目指す。
(目標)　水源の森林づくり事業等による森林整備とシカ管理を連携して実施す
ることで、中高標高域の林床植生の回復と衰退防止を図る。
　また、これまでの調査研究や技術開発の成果を踏まえ、ブナ林等の再生に取
り組む。

：

  ※　第２期計画までに確立した渓畔林の整備技術を取り入れて水源林の整備を進める。

１　水源の森林づくり事業の推進 ※

２　丹沢大山の保全・再生対策

３　土壌保全対策の推進

４　間伐材の搬出促進

５　地域水源林整備の支援 ※

６　河川・水路における自然浄化対策の
　　推進

10　水環境モニタリングの実施

11　県民参加による水源環境保全・再生
　　のための仕組み

７　地下水保全対策の推進

８　生活排水処理施設の整備促進

９　相模川水系上流域対策の推進

森林の

保全・再生

県外上流域

対策の推進

自
然
が
持
つ
水
循
環
機
能
の
保
全
・
再
生

水
源
環
境
へ
の

負
荷
軽
減

水
源
環
境
保
全
・
再
生

を
支
え
る
取
組

河川の

保全・再生

地下水の

保全・再生

水源環境保全・再生を

推進する仕組み

水源環境へ

の負荷軽減
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Ⅲ　令和５年度業務実績
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１　管理課

(1) 「県立自然環境保全センター」の管理運営

県立自然環境保全センター（自然環境保全センター内公開施設）

 （設置目的） 自然環境の保全及び再生に関する県民の理解の促進を図る。

【令和５年度及び過去３年間の利用状況】

(2) 自然公園の許可・指導

 【令和５年度許認可等件数】 （単位：件）

【丹沢大山国定公園内キャンプ場調査件数】

R3 299 14,920 119

R4 279 16,024 164

「県立自然環境保全センター」の管理運営を条例に基づき行った。

年度 開所日数 利用者数(人) 団体数

R2 243 15,008 120

R5 305 16,300 276

自然公園法及び県立自然公園条例に基づき、自然公園区域内の各種行為に対
して許認可及び指導を行った。

区分
丹沢大山
国定公園

県立自然公園
計

丹沢大山 陣馬相模湖 真鶴半島 奥湯河原 小　計

工作物の新改増築 109 ２ １ ３ 112

木 竹 伐 採 ３ ３

２

鉱物・土石採取 15 15

木竹の損傷 ２

17

物 の 集 積

広告物設置 17

27

植 物 採 取 ３ ３

土地形状変更 27

１

色 彩 変 更

動物捕獲・殺傷 １

合 計 177 ２ １ ３ 180

そ の 他

R3 14

R4 10

R5 9

年度 調査件数

R1(H31) 19

R2 20

16



２　自然再生企画課

(2) 丹沢大山自然再生委員会に関すること

(3) 自然環境保全及び丹沢大山の自然再生に係る情報の収集・提供

　　　(ア) 丹沢大山自然環境情報ステーション（e-Tanzawa）の整備

　　　(イ) 自然環境保全センターホームページ

　　　(ウ) 自然環境保全センターＸ（旧ツイッター）

　　　

２件

　令和２年度に当センター独自のアカウントを取得し、事業や自然情報など
について、随時情報発信を行った。
【URL】https://x.com/hozenc_kanagawa

イ　パブリシティ

　広く県民に周知したい取組等について記者発表を行った。また、記者からの
取材に応じた。

記者発表（資料送付）　

(1) 丹沢大山自然再生計画の推進に係る企画立案、進行管理及び関係機関との連絡調整

　令和５年３月に策定した第４期計画（R5.4～R9.3）の１年目として、計画に基
づいた各種取組を推進するとともに、令和４年度実施報告書及び第３期実施報告
書として過年度の実績を取りまとめた。

　丹沢大山自然再生委員会事務局として、委員会等の開催、広報事業、普及啓発
事業等に係る事務を行った。令和５年度は総会や各種会議、活動報告会を対面
（一部オンライン）で行った。（詳細は41頁「資料編 ２ 丹沢大山自然再生委員
会の主な活動実績」に記載）

　自然環境保全や丹沢大山の自然再生に係る情報を収集し、広く県民に向けての
情報提供を行った（詳細は36頁「資料編 １ 当センターで実施した普及啓発活
動」に記載）。
　また、情報公開請求や県民からの意見等に対応した。

ア　インターネットによる情報発信

　丹沢大山自然環境情報ステーション（e-Tanzawa）
を活用し、丹沢大山の現状と課題、自然再生事業や県
民活動、モニタリングなどに関する様々な情報を蓄積
した。また、蓄積した情報を活用し、県民への情報発
信や自然再生に取り組む関係者間の情報共有、事業や
計画の効果検証と見直しのための分析等を行った。
【URL】
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4y/03shinrin/
e-tanzawa/top.html

　当センターの行事や事業などについて、随時情報発信を行った。
【URL】https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4y/top.html

記者発表（参考資料送付） １件

記者取材対応　 31件
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ウ　その他広報媒体を用いた広報

エ

　　
カ　情報公開対応

キ　広聴業務
　県民から、県政に対する提案、要望、照会、苦情または相談等を文書あるい
はメール等により受理し、対応した。

「わたしの提案」及びメールでの問い合わせ対応 92件

　「県のたより」等の刊行物やテレビなどの各種メディアを通じて取組や行事
を広報した。

行政文書の写し等の交付申出対応 ７件

関係機関からの依頼に基づく講師派遣、視察受入 ８件

　自然環境保全及び丹沢大山の自然再生に関する情報を提供するため、本館図書
室の管理・運営を行った。

　民間団体からの依頼を受け、視察受入や研修等を実施した。

オ　県立自然環境保全センター図書室の運営

情報公開請求 ２件

収容図書数 5,347冊

　「情報公開条例」及び「県民からの求めに応じた情報提供に関する要綱」に基づき、
情報公開請求、行政文書の写し等の交付申出等に対応した。
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３　研究連携課

(1) 令和５年度試験研究

ア　奥山域

ブナ等冷温帯自然林の再生手法の確立

①ブナ林のギャップ閉鎖・植生回復対策（H19～）

②ブナ等高木の保全対策（ブナハバチ防除対策）（H19～）         　             

③大気・気象の長期モニタリング（H19～）             　             

④ブナ林再生事業の評価・総合解析（H19～）

イ　山地域

公益的機能の高い森林づくりの技術開発

           

　かながわ水源環境保全・再生施策の推進に係る試験研究として、第４期かながわ
水源環境保全・再生実行５か年計画（令和４～８年度）に基づいて研究プロジェク
トを継続実施した。

　第４期丹沢大山自然再生計画（令和５～８年度）に基づいて実施されているブナ
林再生事業を推進するため、「丹沢ブナ林再生指針」を活用し、ブナ林再生に係る
調整会議（所内ワーキング）により、所内関係各課との連携を強化しながら、外部
研究機関とのブナ林再生研究プロジェクトにより、事業の効果検証モニタリングを
実施した。

　植生保護柵設置やシカ管理等の事業を継続して実施している檜洞丸、大室山、天
王寺尾根、三峰尾根において、林冠ギャップの早期閉鎖に向けた更新状況をモニタ
リングし、ブナ林再生の進行過程を把握した。ギャップ閉鎖・植生回復の効果検証
として、オゾンの林内分布調査を実施した。

　ブナ葉食性昆虫ブナハバチの成虫捕獲や積算温度等による発生予察を行った。大
規模な食害は予測されなかったため緊急防除は実施しなかった。ブナの衰弱・枯死
状況について、目視調査とドローン撮影によりモニタリングした。

　ブナ林再生の基盤データであるオゾン・気象データの安定的な長期モニタリング
に向けて、丹沢山、檜洞丸、鍋割山、菰釣山および自然環境保全センターに設置さ
れた大気・気象観測システムの保守・点検管理を継続した。

　2020年代のブナ林衰退マップを更新した。また、再生事業による生態系保全効果
を検証するため、鳥類調査を柵内で実施した。柵内外の林分構造データを解析し、
柵設置後10～20年経過した段階での再生状況を検証した。

①対照流域法調査による水源施策の２次的アウトカム（水源かん養機能の向上）の
検証（H19～）
　県内４か所の試験流域において、森林の水源環境保全・再生対策事業の効果を検
証するための対照流域法によるモニタリング調査を継続した。
　シカ対策（植生保護柵設置）の効果を検証している東丹沢大洞沢と西丹沢ヌタノ
沢では、植生保護柵を設置した流域の下層植生は概ね回復傾向であり、特に柵設置
前の下層植生衰退が激しかったヌタノ沢で回復が顕著であった。さらに低木層の発
達した斜面では草本層や裸地の斜面よりも土砂生産量は少なく、特に斜面表が長い
と違いが顕著であった。また、ヌタノ沢において、柵を設置した流域で出水時の水
の濁りがやや減少傾向であった。
　小仏山地貝沢では、間伐の前後をとおして、一般的にみられる施業に伴う負の影
響（水の濁りや渓流水の窒素濃度の上昇）はほとんどみられなかった。渓流沿いで
の間伐・除伐を控え地表かく乱に配慮したためと考えられた。
　大洞沢の令和元年東日本台風による小崩壊地では、下層植生の衰退した裸地より
も単位面積あたりの土砂生産量が多く、幅広い粒径の土砂が生産されていた。小崩
壊地を含む流域では流域末端の土砂流出量も台風後は多めに推移していた。
 また、施策効果の予測解析に用いる水循環モデルについて、既存の調査データを
活用し実際の土砂流出動態を反映した、より現実的なモデルへ更新を行った。
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       ④混交林の管理技術の改良（H19～）

ウ　全森林域

ニホンジカと森林の統合的管理手法の確立
        ①シカ集中捕獲地におけるシカ密度低減及び植生回復への効果検証（R5～）

        ②シカ生息下における水源林管理手法の開発（R5～）

エ　関連事業 

                                                           ①林木育種事業（S32～）  

                                                 ②水源広葉樹苗木育成事業（H21～）

                                                 ③林業技術現地適応化事業（H22～）

　スギ・ヒノキの雄花量調査、花粉量調査を実施した。また県内54林分のスギ林、
40林分のヒノキ林の雄花量調査を実施し令和６年春の花粉の飛散量の予測について
記者発表を行った。また、精英樹自殖個体及び交配家系の雄性不稔無花粉ヒノキの
探索試験を行った。

　水源林の整備地の４箇所で毎木調査をしたところ、スギ、ヒノキの植栽木の密度
は約400～600本／haまで低下しており、そのうち１地点では低木層に広葉樹の侵入
が多く認められた。草本層の平均植被率は、一部を除き概ね25％を超えていた。

②森林生態系効果把握調査による水源施策の２次的アウトカム（生態系の健全化）
の検証（H25～）

　３地域（小仏山地、丹沢山地、箱根外輪山）の水源協定林（スギ、ヒノキ、広葉
樹）で３時点目の森林生態系調査を開始した。令和５年度は丹沢山地で林分構造、
林床植生、昆虫、野ネズミ、中大型哺乳類の調査を実施した。野ネズミは林床植生
が多い地点ほど捕獲頻度が高く、多くの種類の植物を採食していることが確認され
た。

③スギ・ヒノキの人工林の管理技術の改良（H19～）

　シカ集中捕獲が行われている堂平周辺の丹沢山・三峰尾根の柵外20地点において
林分構造調査を行った。柵内では低木層の発達が見られる一方、柵外では現時点で
は低木層に乏しい実態が把握された。

　水源林での植生調査により得られた植物種リスト628種についてシカの嗜好性を
判定した。不嗜好性植物は35種、採食耐性植物は25種となった。シカ撮影頻度が高
くなるほど、不嗜好性＋採食耐性植物の被度割合は大きくなった。

　所内及び県立21世紀の森での花粉の少ないスギ・ヒノキやマツクイムシ抵抗性ク
ロマツの種子生産を行った。また次代検定林等の調査（１箇所）、ヒノキ採種園の
断幹、圃場保護柵の補修等の維持管理作業を実施した。また、ガラス温室・ビニー
ルハウスによる閉鎖系採種園での交配を実施した。

　無花粉スギの生産の現地での実用化試験として、苗木生産者の無花粉スギの着花
促進、無花粉スギ検定の支援を行った。その結果、約10,000本の無花粉スギを生産
した。また無花粉ヒノキ「丹沢　森のミライ」のさし穂を２軒の苗木生産者へ配布
した。

　箱根・堂平地区等で、広葉樹種子の採取を行った。ブナは不作年であった。
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                                                   オ　大学等他機関との連携

(2) その他の取組

農林水産技術会議の開催

　課題解決に向けて、研究の推進にあたっては、高度な専門性を持った大学や他の
研究機関との連携によって進めた。

課題名 機関名

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナ衰退モニタリング）

酪農学園大学（農食環境学部）

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナ林への大気影響）

環境科学センター

丹沢大山保全・再生対策事業
（オゾン等の植物影響）

農業技術センター

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナハバチの生態解明と防除技術の開発）

東海大学・桜美林大学

森林環境調査（水源林施業効果検証）
東京農工大学（自然環境保全学部
門）

森林環境調査（水質評価基礎調査） 神奈川工科大学（工学部）

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナハバチの天敵多様性調査－昆虫病原菌
－）

森林総合研究所

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナハバチの天敵多様性調査－寄生蜂－）

生命の星・地球博物館

丹沢大山保全・再生対策事業
（希少植物の回復状況調査）

生命の星・地球博物館

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナ林の衰退要因調査）

京都府立大学（生命環境学部）

丹沢大山保全・再生対策事業
（ブナ林再生事業の生態系保全効果検証）

東京農工大学（自然環境保全学部
門）

森林環境調査
（植生回復による水流出効果検証）

東京大学（農学部）

①令和６年２
月21日～３月
５日
②３月７日

①書面意見聴取
②検討会議（自然環
境保全センター）

研究成果や自然環境情報の集
積・管理

五味　高志
小林　学
西口　孝雄

エリートツリー研究開発事業 新潟大学

無花粉スギ、無花粉遺伝子を有するスギ精英樹
等の雌雄着花量、種子生産量等の調査

森林総合研究所林木育種センター・
埼玉県・千葉県

花粉症対策品種の円滑な生産支援事業
森林総合研究所林木育種センター・
東京都、千葉県、愛媛県他

　令和５年３月改定の農林水産関係試験研究推進構想において課題に位置付けた研究
成果等の集積・管理を計画的に推進するために外部学識者等による農林水産技術会議
（研究課題設定部会）を開催し、意見聴取した。

実施日 開催方法（会場） 検討課題 委員
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４　自然保護課

(1) 自然環境保全に係る普及啓発・相談等

【令和５年度及び過去３年間の利用状況】（再掲）

イ 県民参加等による展示活動

ウ 研修会・観察会等の実施

(ア) 自然保護研修会

ア 展示室や野外施設の企画及び運営

県立自然環境保全センター（自然環境保全センター内公開施設）の展示内容の
企画や運営を行った。

年度 開所日数 利用者数(人) 団体数

R4 279 16,024 164

R5 305 16,300 276

R2 243 15,008 120

R3 299 14,920 119

７月
かわせみ通信バックナンバーか
ら

自然環境保全センター
（自然保護課）

７月～９月
丹沢・一年の活動（１階展示
室）

神奈川県山岳連盟

展示室２階の「ブナの森ギャラリー」で、神奈川の自然や自然保護に関する写
真やパネルを展示した。

期間 内容 発表団体

４月～６月

ネコの室内飼育をうったえる絵
本の紹介と春から初夏にかけて
野生鳥獣のために気を付けたい
こと

NPO法人
野生動物救護の会

11月～12月 かながわの山に咲く花
神奈川県自然公園指導員
連絡会

１～３月
令和５年度緑化運動･育樹運動
コンクール受賞作品展

公益財団法人
かながわトラストみどり
財団

８月～10月

第４期丹沢大山自然再生計画の
概要
公文書館資料でみる関東大震災
「もう一つの震災復興」

自然環境保全センター
（自然再生企画課）

10月
神奈川県の生物多様性と保全の
取組み

自然環境保全課

５月14日 自然案内人ことはじめ 14

７月22日 神奈川県の植物―神奈川県植物誌からわかること― 33

実施回数 参加人数

90 1,290

自然保護思想の普及啓発を図るための指導者等を対象とした研修を実施し
た。

実施日 内容 参加人数

２月10日 神奈川の自然環境保全 33

計 116

11月25日 神奈川の自然環境保全 15

12月16日 神奈川県生物多様性計画について学ぶ 21
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(イ) 自然公園指導員研修会

(ウ) 自然発見クラブ

(エ) 自然観察会

自然公園指導員活動の充実・強化を図るため、研修会を開催した。

実施日 内容 参加人数

５月17日

普通救急救命講習

15

７月１日 12

７月12日

ハンドブックのポイント研修

22

７月15日① 13

７月15日② 5

５月24日 11

５月31日 12

計 182

自然とのふれあい事業として、親子・家族で楽しみながら自然と接し、自
然との関わり方を考えてもらう自然発見クラブを実施

実施日 内容 参加人数

11月11日 ヤマビル研修 36

３月16日 神奈川県のツキノワグマについて 56

９月16日 ススキ原の生き物観察とススキ人形づくり 14

11月18日 木の実を拾ってクリスマスリースづくり 41

５月20日 罠をつくってザリガニ退治 14

８月19日 葉っぱを集めてスタンプしよう 6

計 103

身近な自然に対する理解を深めることを目的として、ボランティアの協力
を得ながら、野外施設を中心に、四季折々の自然観察会を開催した。

内容 回数 参加人数

１月13日 ムクロジの実で羽根つきをしよう 8

２月17日 身近な野鳥のための巣箱づくり 20

来所者観察会（児童生徒） 6 82

計 61 630

ミニ観察会 52 515

来所者観察会（団体） 3 33

内容 回数

巡視・補修 64

県民協働行事への参加・指導 53

エ 自然情報誌の発行
自然環境保全に関する情報や知見をとりまとめ、来館者等に提供した。

自然保護課だより「かわせみ通信」の発行 ４回

オ かながわパークレンジャーによる巡視活動等
自然公園等を巡視し、登山や自然情報提供、マナー啓発などを行うとともに、

県民協働による保全活動の指導等を行った。

カ トイレ紙持ち帰りキャンペーンの実施

登山者に対し山岳トイレ利用のマナー向上を図るため、チラシやマナー袋を配
布しながら、持ち帰りの必要性を説明している。（令和５年度は中止）

時期 場所

中止 秦野戸川公園
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(2) 自然環境保全に関する各種団体、ボランティア等との協働

【県民協働型登山道維持管理補修協定締結状況】

ア 県民連携・協働等

(ア) 県民協働による登山道維持管理
登山道の維持管理補修作業を県民協働で実施することにより、登山道の日常的

な維持管理を実施し、適正利用を図った。

協定に基づく登山道維持補修活動の実施
※令和５年度は、登山道補修のスキルアップのための技術研修は中止

締結年度 団体名 路線名

平成25年度 神奈川自然公園指導員連絡会 下社大山線

平成26年度 神奈川自然公園指導員連絡会 表尾根線

平成20年度 ＮＰＯ法人みろく山の会 大倉尾根線

平成23年度 丹沢山小屋組合
鍋割山稜線
二俣鍋割線

計 ４団体 ７路線

(イ) 県民参加による植樹運動等の実施（丹沢の緑を育む集い実行委員会）
月日 内容 場所 参加人数

平成29年度 神奈川県山岳連盟 ヤビツ峠大山線

令和２年度 神奈川県山岳連盟 菩提峠ヤビツ峠線

４月16日 森林衰退域への植樹 菩提峠周辺 160

10月28日 森林衰退域への植樹 菩提峠周辺 230

丹沢大山環境学習情報ステー
ション

環境学習や自然体験の行事広報･検索Ｗｅｂサイト
の管理・運営

イ 自然環境保全に係るボランティア等の活動の推進

(ア) 自然公園指導員による公園利用者に対する普及啓発活動

計 390

(ウ) 丹沢大山環境学習の推進
自然とのふれあいを進め、丹沢大山の自然再生の担い手となる人を育成するた

めに、丹沢大山環境学習システムを整備した。

(イ) 丹沢大山クリーンキャンペーン等の実施（丹沢大山クリーンピア２１）

丹沢大山国定公園を中心とする山岳地帯及びその周辺の優れた自然を美しく保
持するため、７市町村や企業、ボランティアなどと連携して、市民参加によるゴ
ミ持ち帰り運動の啓発と清掃活動を行った。

内容 場所 参加人数 収集量（ｔ）

公募した自然公園指導員により、利用者への指導、啓発活動を行った。
※ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、登山道補修活動は中止

委嘱人数 巡視活動回数 登山道補修等活動回数

180人 1,419回 ６回

丹沢大山クリーンピアキャンペーン 伊勢原市他５箇所 3,355人 4.9

ボランティア団体による清掃活動
丹沢大山自然公園内
周辺

603人 0.4
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(3) 野生動物の救護活動

1 メジロ 1 タヌキ

2 キジバト 2 ムササビ

ヒヨドリ

4 イソヒヨドリ

5 スズメ

6 シジュウカラ

7 カンムリカイツブリ

コアホウドリ 2

フルマカモメ 2

フクロウ 2

ウグイス 2

シロハラ

ツグミ

－

※ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律における希少鳥獣

野生動物救護ボランティア活動実績(一般)

(ウ) フィールドスタッフによる自然保護思想の普及啓発活動
所定の研修会等を受講した者をフィールドスタッフとして登録し、県立自然環

境保全センターや各地域において、自然観察会や調査等の活動を推進した。

令和５年度登録者数 72人

(エ) 丹沢大山ボランティアネットワークづくり
丹沢大山において、自主的な活動をしている県民団体等と連携を図り、自然環

境の保全にかかる活動の推進を図った。

ボラネット瓦版の発行 ４回

ア 野生動物の救護活動
救護された野生鳥獣を収容し治療看護を行うとともに、回復した後一定期間訓

練し、放野した。

種名

保護羽
数の順

鳥類 （羽数）
保護頭
数の順

哺乳類

6

5

3

（頭数）

8 15

7 2

7

希少種
※

コアホウドリ 再掲 － －

2

2

2

その他 18種 18 －

合計
31種 68 2種

内容 状況

野生動物救護ボランティアの登録状況 107人

延べ153人

野生動物救護ボランティアへの飼養依頼数（短期・長期） ０件（羽・頭）

17

33種 85羽・頭

イ ボランティアによる野生動物救護活動及び普及啓発活動
救護された傷病鳥獣のセンター施設内での看護活動及び飼養の依頼を通じて、

自然環境保全の普及啓発を図った。

　令和４年９月に受け入れた野鳥から高病原性鳥インフルエンザウイルスが検出
されたため、傷病鳥獣の受入を休止していたが、令和５年１月に哺乳類の受入を
再開し、同年10 月に鳥類の受入を再開した。また、救護施設の補修及び再整備
など充実を図った。
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５　野生生物課

(1) 野生動物の保護管理

ア ニホンジカの保護管理

(ア) 保護管理検討委員会の開催

(イ) モニタリングの実施

(ウ) 管理捕獲の実施

イ ツキノワグマに関する取組

ニホンジカ管理計画に基づく保護管理事業など、野生動物との共存を図るため
の取組を、国、市町村、民間等と連携・協力して実施した。

第５次神奈川県ニホンジカ管理計画に基づく保護管理事業のうち、ニホン
ジカの生息状況等に関するモニタリング、自然植生の回復及び生息環境整備
の基盤づくりを目的とする管理捕獲を実施した。

ニホンジカ管理計画に基づいて自然環境保全センターが行った事業及び
モニタリング結果について、学識経験者からの科学的な検討に基づく助言
等を受けた。

実施日 実施内容 委員名

９月12日

今後のシカ管理捕獲の体制につ
いて
植生回復の目標像について
ニホンジカ管理捕獲の集中実施
による植生回復過程の検証につ
いて

東京農工大学
　梶　光一
森林総合研究所多摩森林科学園
　小泉　透
日本獣医生命科学大学
　羽山　伸一
東京農工大学
　星野　義延
横浜国立大学
　松田　裕之
玉川大学
　關　義和

事業の効果検証や計画見直しに必要なニホンジカの生息状況に関する基
礎的データを得るためのモニタリングを実施した。

実施日 実施内容

通年

生息密度、生息動向
捕獲個体のサイズ、年齢、栄養状態、妊娠状況
生息状況及び捕獲状況データに基づく個体群動態推計
植生への影響及び回復状況

丹沢山地の中高標高域において、自然植生の回復及び生息環境整備の基
盤づくりを目的として、民間事業者（認定鳥獣捕獲等事業者）、派遣職員
（ワイルドライフレンジャー）によるニホンジカの管理捕獲を実施した。

実施日 実施内容

５月～翌３月
民間事業者（認定鳥獣捕獲等事業者）への委託による管
理捕獲（捕獲頭数：238頭）

通年
派遣職員（ワイルドライフレンジャー）による管理捕獲
（捕獲頭数：467頭）

計 捕獲頭数 ： 705 頭

ツキノワグマ生息環境調査手法検討のため、ブナ、ミズナラ、コナラの結
実状況調査を実施した。
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(2) 野生動物の保護管理に関する普及

研修・視察等への対応

３月24日
（講師派遣）森林インストラクター養成講座「ニホンジ
カ管理と森林管理」

野生動物保護管理を適切に進めるための野生動物の生態や生息環境、共存のた
めの対策等について、県民や関係職員等への普及啓発、情報提供を図った。

　保全センターの職員を中心とした県職員を対象に、近隣県のシカ管理の
取組などについて各県の担当者に報告してもらい、相互に情報共有を図る
研修を開催した。

実施日 主な実施内容

10月19～20日 近隣県のシカ管理と植生の現状から今後の丹沢を考える
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６　自然公園課

(1) 自然公園等の管理及び維持整備

(2) 土壌保全対策

（丹沢大山国定公園、県立丹沢大山自然公園、県立陣馬相模湖自然公園及び 長距離自然歩道に係るもの）

ア 自然公園等施設整備事業

自然公園等の優れた景観と生態系を積極的に保全するとともに、県民の保健、休
養に親しむ場としての活用を図るため、自然との調和を図りつつ施設の整備を行っ
た。

工事路線 場所 工事概要 事業費

丹沢主稜線 相模原市緑区鳥屋地内ほか 登山道整備 3,933千円

東海自然歩道 足柄上郡山北町中川地内 用木沢公園橋塗替 31,722千円

東海自然歩道 足柄上郡山北町中川地内 西沢公園橋補修 6,556千円

丹沢主脈線 愛甲郡清川村宮ケ瀬地内 公衆便所等改修 27,161千円

下社大山線・不動尻大山線 伊勢原市大山地内 登山道整備 1,916千円

計 ５件 71,288千円

イ 自然公園施設等の管理運営

自然公園及び東海自然歩道・首都圏自然歩道の維持管理を行うとともに、指定管
理施設の管理・運営を行った。

指定管理施設名 利用者数

秦野ビジターセンター 110,635人

西丹沢ビジターセンター 114,432人

宮ケ瀬湖集団施設地区及び鳥居原園地 371,229人

内容 数量 場所 事業費

計 596,296人

水源保全上重要な丹沢大山において、シカの採食圧や土壌流出等による植生の衰退
防止を図るための土壌保全対策を講じ、森林の保全・再生を図った。

土壌保全対策工事 9.30ha 足柄上郡山北町中川地内ほか 51,736千円

踏圧対策工事 - 相模原市緑区鳥屋地内ほか 82,775千円

植生保護柵点検・
補修業務

- 足柄上郡山北町中川地内ほか 11,150千円

土壌保全事業効果
モニタリング業務委託

- 足柄上郡山北町中川地内ほか 4,998千円

計４件 150,659千円
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７　県有林経営課

(1) 県営林の経営計画

(2) 県営林の財産管理

　境界、支障木除去等に関する現地立会、確認等を行った。

(3) 県営林の経営

ア　県営林管理

イ  県有林資源活用事業

ウ　花粉発生源対策事業

件名 令和５年度

　令和元年度に策定した第13次県営林経営計画(令和元～５年度)の進行管理を
行った。

第13次県営林経営計画の基本方針

自然環境や水源環境の保全・再生に向けた多様な森林づくり

森林施業の集約化と木材資源の循環利用

「県民の森」等としての利活用の推進

境界立会 ３件

入林届 19件

支障木除去申請 10件

林産物採取・損傷許可 14件

土地使用承諾・施工同意 17件

計 63件

　小田原市県行造林・箱根町県行造林のうち、県行造林契約時に森林保険の加
入を条件とした森林について、各契約に基づき、気象災害や山火事等に対する
備えとして、森林保険に加入した。

名称 内容 事業費

森林保険加入  保険加入対象人工林面積  169.9ha 2,111千円

　森林資源の有効活用を図るため、花粉症対策苗木への植替えや保育間伐、林
道開設に伴う支障木、公共事業の実施によって発生した素材等の販売を行っ
た。

内容 箇所数 数量（材積） 区分 販売金額

計画外販売 4 1,260㎥ 伐倒木 92千円(税込)

素材生産 5 1,676㎥ 素材 18,732千円(税込)

計 10 3,219㎥ － 19,092千円(税込)

立木処分 1 283㎥ 立木 268千円(税込)

　 無花粉スギや花粉の少ないスギ、ヒノキ苗木を植栽し、花粉の少ない森林
へ転換を図るため、花粉発生源となっている、スギ、ヒノキの人工林を皆伐し
た。

内容 箇所数 面積 事業費

スギ・ヒノキ林の
皆伐

1 2.17ha 50,840千円
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エ モニタリング等の実施

三保県有林・丹沢県有林内の渓畔林整備事業実施地において、事業効果を検
証するため、令和５年度は丹沢県有林内境沢流域51調査区で、林況・植生調
査、光環境調査等を実施した。また、渓畔林整備事業で設置した既設の植生保
護柵の点検を、三保・丹沢県有林内８流域11.17kmで実施し、破損箇所の補修
を実施した。
　さらに、高標高域人工林土壌保全対策事業においても、事業の効果を検証す
るため、三保・丹沢県有林内に新たな調査箇所を設置し、過年度の調査設置箇
所と併せた35地点199調査区において、林況・植生調査、光環境調査等を実施
した。
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８　県有林整備課

(1) 県営林の整備（足柄出張所の実績を含む）

ア 造林・保育事業

イ 保安林の整備

ウ 標高の高い地域の人工林の土壌保全対策

エ 獣害対策（上記事業の内数）

(2) 県営林内の林道の整備
県営林の効果的な経営及び適正な管理のため、基盤となる林道を整備した。

(3) 県民の森の管理

県営林内で、植栽及び下刈・枝打・除伐・間伐等の施業を実施し、適正な管理
を進めるとともに、水源かん養を中心とする公益的機能の充実を図った。

内容 箇所数 数量 事業費 備考

下刈・間伐・除伐・枝打等 20箇所 73.77ha 117,692千円 保育

保安林改良 １箇所
森林整備、簡易施設
（丸太柵工等）整備ほか

0.57ha 18,942千円

林地の保全や水源かん養機能の向上等を図るために、県有林内の保安林の整備
を行った。

事業 箇所数 工事内容 数量 事業費

計 ３箇所 4.17ha 29,944千円

都市近郊保安林
総合整備

２箇所
森林整備、簡易施設
（丸太柵工等）整備ほか

3.60ha 11,002千円

宮ケ瀬ダム、三保ダム上流域で標高が概ね800ｍ以上の県有林内の人工林におい
て、シカの生息状況や急峻な地形状況を踏まえ、多様な工種を組み合わせた土壌
保全対策を行った。

整備箇所 内容 数量 事業費

計 123.5ha 63,128千円

健全な森林の造成・保全を目的として、野生鳥獣による森林被害の防止を図る
ための植生保護柵等の整備を行った。

丹沢県有林23林班ほか 受光伐、丸太柵工、植生保護柵等　 36.39ha 41,286千円

三保県有林２林班ほか 受光伐、丸太柵工、植生保護柵等　 87.09ha 21.842千円

内容 箇所数 数量

植生保護柵新設 ４箇所 2,579ｍ

事業 路線 工事内容 事業費

林道開設（公共）(単独) 猿沢北支線 49,569千円

林道改良（単独） 宮城野線ほか１路線 舗装工事 22,495千円

林道交通安全対策(単独） 上秦野ほか８路線 路面清掃、除草、除雪ほか 14,332千円

４箇所全ての県民の森において、清掃、散策路整備、広場刈払等を行った。

計 10路線 86,396千円
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９　分収林課

(1) 承継分収林の整備・管理

ア 承継分収林整備事業
計画的に間伐、枝打等の施業を実施した。

イ 環境保全分収林整備事業
計画的に間伐、枝打等の施業を実施した。

ウ 森林整備調査事業

エ 森林整備調査事業

オ 承継分収林の管理

火災や風水害などに備え、森林保険に加入した。

(2) 承継分収林の財産管理

ア 境界、支障木除去申請等に関する現地立会、確認等を行った。

イ 承継分収林契約満了事務
承継分収林契約満了に関する手続きを実施した。

 承継分収林整備事業（公共） 小田原市ほか１市 42ha 27,264千円

平成22年４月に社団法人かながわ森林づくり公社から移管を受けた承継分収
林、また、平成29年度からスタートした環境保全を契約の目的とする環境保全分
収林について、適正な整備・管理を行い、公益的機能の高い森林づくりに取り組
んだ。

事業 実施市町村 面積 事業費

 承継分収林整備事業（県単） 厚木市ほか５市町村 72ha 52,150千円

計 114ha 79,414千円

承継分収林整備事業（県単） － １件 7,117千円

事業 実施市町村 面積 事業費

 環境保全分収林整備事業（県単） 相模原市ほか３市町村 83ha 82,684千円

環境保全分収林への契約変更のための森林現況調査を行った。

事業 市町村 件数 事業費

水源林整備事業費（県単） 秦野市 １件 990千円

環境保全分収林の風倒木地において植生調査を行った。
事業 市町村 件数 事業費

名称 内容 事業費

森林保険加入 加入対象面積　2,887ha 12,526千円

件名 令和５年度

境界立会 10回

支障木除去申請 ９回

買受申込 １回

面積

相模原市承継分収林ほか ２件 ８ha

行政財産使用許可 ９回

計 29回

名称 満了件数
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10　足柄出張所

(1) 県営林内の造林・保育事業

(2) 県有林内の保安林の整備

(3) 標高の高い地域の人工林の土壌保全対策

11　箱根出張所

(1) 自然公園の管理及び維持整備

（富士箱根伊豆国立公園）

（県立真鶴半島自然公園及び県立奥湯河原自然公園）

イ 自然公園施設等の管理運営

(2) 国の機関等との調整
ア 仙石原湿原の生態系維持回復のための協力
イ 自然に親しむ運動への協力
ウ 自然公園に関する情報共有

小田原市・南足柄市・足柄下郡・足柄上郡（以下「足柄管内」という。）に係る県営林
において、下刈・枝打・除伐・間伐等の施業を実施し適正な管理を進めるとともに、水源
かん養を中心とする公益的機能の充実を図った。
※実施内容は31頁「８　県有林整備課　(1) 県営林の整備　ア　造林・保育事業」に含む

林地の保全や水源かん養機能の向上等を図るために、足柄管内にある県有林内の保安林
の整備を行った。
※実施内容は31頁「８　県有林整備課　(1) 県営林の整備　イ　保安林の整備」に含む

三保ダム上流域で標高が概ね800ｍ以上の県有林内の人工林において、シカの生息状況や
急峻な地形状況を踏まえ、多様な工種を組み合わせた土壌保全対策を行った。
※実施内容は31頁「８　県有林整備課　(1) 県営林の整備　ウ　標高の高い地域の人工林
の土壌保全対策」に含む

（富士箱根伊豆国立公園、県立真鶴半島自然公園及び県立奥湯河原自然公園に係るもの）

ア 自然公園の施設整備事業

自然公園等の優れた景観と生態系を積極的に保全するとともに、県民の保健、休養及
び自然に親しむ場としての活用を図るため、自然との調和を図りつつ、施設の整備を
行った。

工事・委託箇所 工事・委託概要 事業費

大涌谷園地
自然研究路引率入場の安全
対策、公衆便所改修など

55,247千円

湖尻集団施設地区ほか３園地
施設更新、草刈･間伐による
植生誘導など

24,440千円

自然歩道７路線 施設更新、枯損木処理など 4,200千円

仙石原緑地
山焼きや草刈による植生誘
導など

3,696千円

計 87,583千円

工事箇所 工事概要 事業費

県立真鶴半島自然公園
潮騒遊歩道など

枯損木処理など 473千円

県立奥湯河原自然公園
池峯園地など

生物多様性保全のための調
査など

495千円

計 968千円

国立公園内では、２集団施設地区、４園地、８歩道、13駐車場、７公衆便所の維持管
理を行った。また、県立自然公園内では、４歩道、２駐車場、３公衆便所の維持管理を
行っている。
　特に大涌谷園地では、県、町、関係事業者で大涌谷園地安全対策協議会を組織し、安
全に配慮した引率入場や、火山ガス・土石流の監視を行っている。
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資　料　編
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時期

随時

随時

ア 資料送付

発表日

11月10日

12月21日

発表日

２月28日

(3) 記者取材対応  ※取材者毎にとりまとめ

取材日 取材内容 取材者

無花粉ヒノキについて 毎日放送

令和５年春のヒノキ花粉飛散量について 毎日新聞

４月４日 無花粉ヒノキについて 毎日放送

４月11日 令和５年春のヒノキ花粉飛散量について
タウンニュース厚木・愛
川・清川版

５月15日 J-CASTニュース

５月16日 ハフポスト日本版

５月16日 TBS NEWS DIG

５月17日 FNNプライムオンライン

５月19日 無花粉スギについて テレビ朝日

５月22日 子ダヌキ誤認保護の増加について フジテレビ

５月26日 登山道の踏み跡ツイートの取材について
シー・エス・ティー・エン
ターテインメント（株）

６月13日 子ダヌキ誤認保護の増加について タウンニュース県央地区

６月19日 無花粉ヒノキについて 朝日新聞

６月23日 無花粉スギ・ヒノキについて ＮＨＫ

７月14日 丹沢大山における登山者数について 神奈川新聞

11月13日 花粉症対策品種視察について ＮＨＫ

11月22日 シカ管理捕獲について 神奈川新聞

12月７日 イチョウの紅葉について
タウンニュース厚木・愛
川・清川版

12月26日 令和６年春のスギ・ヒノキ花粉飛散量について 神奈川新聞

１月30日 ハーフライフルの規制強化について 毎日新聞

１月30日 スギ花粉の飛散開始日等について
オフィス気象キャスター
株式会社

２月２日 ハーフライフルの規制強化について 毎日新聞

２月９日 無花粉スギについて 日本テレビ

２月13日 無花粉スギについて 日本テレビ

２月14日 エリートツリー研究開発事業について 産経新聞

１　当センターで実施した普及啓発活動一覧

(1) インターネットでの情報発信

内容

自然環境保全センターホームページの運用

随時
自然環境保全センターＸ（旧ツイッター）の運用
（ポスト数156、令和６年３月31日時点のフォロワー数2,865）

４月３日

子ダヌキ誤認保護の増加について

イ 参考資料送付

題　名

令和５年度優良工事施工業者等への所長礼状交付式について

計１件

自然環境情報ステーション（e-Tanzawa）ホームページの運用

(2) 記者発表

題　名

2023年度丹沢大山自然再生活動報告会を開催します

令和６年春のスギ・ヒノキ花粉飛散量はスギ「例年並み」、ヒノキ「やや多
い」

計２件
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取材日 取材内容 取材者

２月20日 エリートツリー研究開発事業について 産経新聞

３月５日 無花粉ヒノキについて 日本経済新聞

３月８日 無花粉ヒノキについて 日本経済新聞

３月13日 無花粉スギについて ＮＨＫ

３月18日 無花粉スギについて ＮＨＫ

３月27日 無花粉スギのエリートツリー選抜について ＢＳ朝日

(4) 当センターに関連する新聞記事

掲載日 内容 新聞社名

４月７日 水源環境保全税　評価と検証　議論盛んに 神奈川新聞

４月14日 ヒノキ花粉も終盤　七沢の県施設で調査 タウンニュース

４月18日 丹沢登山シーズンイン　４年ぶりに「開山の鍵」交換 神奈川新聞

５月11日 大欅　孫の代まで 神奈川新聞

５月24日 無花粉スギ植栽　森林組合が指導 神奈川新聞

５月27日 新緑に映える紫　西丹沢 神奈川新聞

５月30日 疥癬タヌキ遭遇　どうすれば 毎日新聞

６月14日 大ケヤキの命つなごう 読売新聞

７月29日 峠の中継地に飲食販売　菜の花台で実証実験 神奈川新聞

８月９日 一丸でヤマビル"退治" 神奈川新聞

８月11日 丹沢大山登山者計測２年目　人気傾向変わらず 神奈川新聞

９月14日 夏の山岳遭難最多　県内33件　水難も急増 神奈川新聞

11月23日 食通じシカの現状発信　25日にジビエフェスタ 神奈川新聞

12月15日 街中のイチョウが12月なのに緑色の理由 タウンニュース

12月28日 来春の花粉　スギは例年並みヒノキやや多め 神奈川新聞

１月16日 スギは例年並みヒノキやや多い　今春の花粉飛散予測 神静民報

１月18日 シカ捕獲の現場を知る　県猟友会が特別展 神奈川新聞

３月２日 無花粉スギ苗木栽培に力　国民病緩和へ花開く 神奈川新聞

３月12日 成長早い無花粉スギ　県が本格栽培 産経新聞

３月15日 山岳遭難昨年最多204人　県、対策にアプリ活用へ 読売新聞

３月19日 仙石原で山焼き 神奈川新聞

３月24日 23年県内山岳遭難事故最多　GPSアプリで対策へ 神奈川新聞

計31回

計22回
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(5) 講師派遣及び視察・研修等の受入

実施日

４月20日

５月17日

５月28日

６月４日

６月７日

10月５日

10月16日

10月30日

11月８日

11月14日

11月19日

11月24日

11月28日

12月14日

12月25日

１月19日

１月22日

１月23日

２月１日

２月６日

２月13日

３月９日

３月24日

３月28日

（講師派遣）森林インストラクター養成講座「林木育種と無花粉苗木の実用
化」

（講師派遣）花粉情報協会セミナー神奈川県における２０２３年春の花粉飛
散数と予測された花粉数について）

（講師派遣）森林インストラクター養成講座「自然環境の保全・再生」

９月10日

（講師派遣）森林インストラクター養成講座「県有林の管理」
９月23日

（講師派遣）県民参加による県有緑地保全活動に係る講演会（横須賀三浦地
域県政総合センター）

（講師派遣）森林塾流域森林管理士コース「森林法・自然公園法・自然再
生」

（講師派遣）森林インストラクター養成講座「人工林管理技術の基礎」

（講師派遣）森林塾森林体験コース・森林整備基本研修「生物の多様性につ
いて」

（講師派遣）丹沢フォーラム（NPO法人丹沢自然保護協会）

（講師派遣）みろく山の会第25回通常総会講演（NPO法人みろく山の会）

（講師派遣）特別実習I（森林植物・微生物学研究室）（日本大学生物資源
科学部森林資源科学科）

（視察受入）林木育種及び苗木生産視察（埼玉県山林種苗協同組合）

（講師派遣）「花粉症対策」技術視察研修（神奈川県森林協会）

（視察受入）閉鎖系採種園等視察（滋賀県山林種苗協同組合）

ア 関係機関からの依頼に基づく講師派遣、研修・視察等受入
内容

（講師派遣）無花粉スギコンテナ苗植栽研修会

令和5年度林木育種成果発表会（特別報告）（森林総合研究所林木育種セン
ター）

（講師派遣）緑の雇用・流域森林管理士コース「森林施業の体系」

（講師派遣）緑の雇用・流域森林管理士コース「造林・育林実習」

（講師派遣）神奈川県・横浜国立大学連携 大学院講義「神奈川県の取り組
む技術課題」（横浜国立大学総合政策課）

（視察受入）スギ雄花量調査指導（日本気象協会）

（講師派遣）森林塾流域森林管理士コース「立木評価／立木調査実習」

（視察受入）西丹沢ビジター周辺の水源林保護地区視察（酒匂川河口漁業対
策協議会）

（視察受入）水循環モデル視察（横浜市水道局水源林管理所）

（講師派遣）森林インストラクター養成講座「ニホンジカ管理と森林管理」

計30件

（講師派遣）森林インストラクター養成講座「丹沢ブナ林の保全・再生」

（講師派遣）林業普及員研修（無花粉スギの生産技術）

（視察受入）無花粉スギ検定作業視察（新潟県森林研究所）

（講師派遣）成長の森無花粉スギミニ講演会

２月３日
（講師派遣）森林インストラクター養成講座「水源施策の効果検証」

（視察受入）展示施設及び苗畑等視察（南足柄市自治会老人クラブ）
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(6) 行事の開催・県民協働による普及啓発活動

回数

52回

３回

６回

イ 県民参加による植樹運動等の実施（丹沢の緑を育む集い実行委員会）
実施日

４月16日 森林衰退域への植樹（菩提峠周辺）

10月28日 森林衰退域への植樹（菩提峠周辺）

実施月

中止

(7) 展示による普及啓発

期間

４月～６月

７月

７月～９月

８月～10月

10月 神奈川県の生物多様性と保全の取組み

11月～12月

１月～３月

計61回

内容

ア 自然観察会の開催
内容

ミニ観察会

来所者観察会（団体）

来所者観察会（児童生徒）

ア 県立自然環境保全センター展示室の運営…常時

計２回

ウ トイレ紙持ち帰りキャンペーンの実施
実施場所

秦野戸川公園

計０回

かながわの山に咲く花

令和５年度緑化運動･育樹運動コンクール受賞作品展

イ 展示室での企画展示
展示名

ネコの室内飼育をうったえる絵本の紹介と春から初夏にかけて野生鳥獣のた
めに気を付けたいこと

かわせみ通信バックナンバーから

丹沢・一年の活動（１階展示室）

第４期丹沢大山自然再生計画の概要
公文書館資料でみる関東大震災「もう一つの震災復興」

（該当課・

出張所の

企画課で

把握してい

るものは企

画課で記

載しますが、

各課・出張
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(8) 刊行物（冊子及びパンフレット類）の発行

ア 冊子及びパンフレット類

発行月

６月

10月 神奈川県自然環境保全センター報告第17号

１月

１月 神奈川県自然環境保全センター報告第18号

１月

回数

４回 自然保護課だより「かわせみ通信」の発行

(9) ボランティア等による普及啓発活動の支援

イ 丹沢大山クリーンキャンペーン等の実施（丹沢大山クリーンピア２１）

エ 丹沢大山ボランティアネットワークづくり
   丹沢大山において、自主的な活動をしている県民団体等と連携を図り、自然環境の保全
にかかる活動の推進を図った。（ボラネット瓦版の発行　４回）

計５冊

イ その他
展示名

計４冊

ア 自然公園指導員による公園利用者に対する普及啓発活動
　公募した自然公園指導員により、利用者への指導、啓発活動等を行った。（委嘱人数180
人　巡視活動1,419回　登山道補修等活動６回）

名称

令和５年度神奈川県自然環境保全センターの概要

令和４年度神奈川県自然環境保全センター業務年報

令和４年度神奈川県自然環境保全センター研究連携課業務報告NO.55

　丹沢大山国定公園を中心とする山岳地帯及びその周辺の優れた自然を美しく保持するた
め、７市町村や企業、ボランティアなどと連携して、市民参加によるゴミ持ち帰り運動の
啓発と清掃活動を行った。（丹沢大山クリーンピアキャンぺーン（伊勢原市他５箇所）、
ボランティア団体による清掃活動（丹沢大山自然公園内周辺））

ウ フィールドスタッフによる自然保護思想の普及啓発活動

　所定の研修会等を受講した者をフィールドスタッフとして登録し、県立自然環境保全セ
ンターや各地域において、自然観察会や調査等の活動を推進した。（令和５年度登録者数
72人）
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２　丹沢大山自然再生委員会の主な活動実績

(1) 委員会等の開催

ア 丹沢大山自然再生委員会

イ 事業計画・評価専門部会
実施日

５月10日

３月19日

ウ 県民事業専門部会
実施日

エ 調査専門部会
実施日

５月10日

８月24日

(2) 広報事業

(3) 普及啓発事業

ア 丹沢フォーラム（主催：NPO法人丹沢自然保護協会）

内容

令和５年度は実施なし

計０回　

実施日 内容 場所

６月29日 第24回総会 産業貿易センター B102会議室

委員会活動をＰＲし、自然再生に対する県民理解の促進を図るため、HPの運用管理
を行った。

計２回　

計１回　

内容

第48回事業計画・評価専門部会
【議　題】第３期丹沢大山自然再生計画の実施状況について

第４期丹沢大山自然再生計画の中間評価について
【形　式】オンライン

計２回　

内容

第31回調査専門部会
（事業計画・評価専門部会と合同開催）

第47回事業計画・評価専門部会
（調査専門部会と合同開催）

第30回調査専門部会
【議　題】令和４年度助成研究成果報告
【形　式】オンライン

５月28日 「自然再生事業の現地を訪ねる」 東丹沢堂平（清川村）

計１回　

場所テーマ実施日
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イ 環境学習事業等

ウ イベントへの参加

エ 「丹沢大山自然再生活動報告会」の開催
実施日

１月21日

(4) サントリー「天然水の森　丹沢」自然再生プロジェクト

計４回　

場所

３月28～30日

札掛（清川村）

10月22日 2023あつぎ環境フェア 厚木中央公園

かながわの水源地域キャンペーン
（ポスター展示）

川崎アゼリア　サンライ
ト広場（川崎市）

森林探訪（主催：NPO法人かながわ森
林インストラクターの会）

内容

計７回　

12月27～29日

ヤビツ峠周辺（秦野市）

テーマ 場所

第一部：活動・研究発表（３題）
第二部：「関東大震災から100年～歴史か
らみる丹沢～」というテーマで、基調講演
と２名から話題提供を受けて総合討論

計１回　

本プロジェクトは、平成21年度に県と協定を提携し、サントリーホールディングス
株式会社が活動主体となり、「丹沢大山自然再生委員会」に登録をし、自然再生事業
の一環として実施している。
　令和５年度は、既設の植生保護柵のかさ上げ等を実施するとともに、モミ林に隣接
した人工林の整備について検討を行った。

２月８～12日
さがみ自然フォーラム（ポスター展
示）

横浜情報文化センター
６階　情文ホール

10月６日
森林環境教育（主催：NPO法人かなが
わ森林インストラクターの会）

10月７～８日 ワールドフェスタ・ヨコハマ2023 山下公園（横浜市）

実施日

アミューあつぎ

高体連登山部夏山情報交換会
（丹沢大山自然再生取り組みｽﾗｲﾄﾞ紹
介講義）

藤沢翔陵高校（藤沢市）

１月27日

高校生と取り組むレンジャー（巡
視）体験
（神奈川県高校新人登山大会でレン
ジャー取り組みパネル説明講義）

滝沢園キャンプ場（秦野
市）

10月22日

12月２日

実施日 内容 場所

やどりき水源林（松田
町）

森の学校（主催：NPO法人丹沢自然保
護協会）

８月20～22日

７月14日

42





交通案内

問合せ先

神奈川県自然環境保全センター 足柄出張所

〒243-0121　厚木市七沢657 〒258-0021足柄上郡開成町吉田島2489-2

電話 (046)248-0323（代表） （神奈川県足柄上合同庁舎内）

電話 (046)248-0323 電話 (0465)83-5111　

FAX (046)248-2560 FAX (0465)83-7207

電話 (046)248-0323

FAX (046)248-0737

電話 (046)248-0321

FAX (046)247-7545 箱根出張所

電話 (046)248-6682 〒250-0522

FAX (046)248-2560

電話 (046)248-6683 足柄下郡箱根町元箱根旧札場164

FAX (046)248-2560

電話 (046)248-2546 電話 (0460)84-9121　

FAX (046)248-0737 FAX (0460)84-9344

電話 (046)248-6802

FAX (046)248-0737

（委託施設）

秦野ビジターセンター 西丹沢ビジターセンター（旧 西丹沢自然教室）

〒259-1304 秦野市堀山下1513 〒258-0201 足柄上郡山北町中川867

電話 (0463)87-9300　 電話・FAX (0465)78-3940 

FAX (0463)87-9311

　　https://x.com/hozenc_kanagawa

自然環境保全センター X（旧ツイッター）

　 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4y/top.html

自然環境保全センター ホームページ

（バス停からの道のり）

       森林再生部

管理課

自
然
保
護

公
園
部

自然公園課

研
究
企
画
部

自然再生企画課

研究連携課

○小田急線本厚木駅から
東口厚木バスセンター９番乗り場から、神奈川

中央交通バス「七沢」行き、「広沢寺温泉」行
き、「神奈川リハビリ」行きに乗車（30〜40
分）、「馬場（ばんば）リハビリ入口」バス停で
下車、徒歩約10分。

○小田急線愛甲石田駅から
北口３番乗り場から、神奈川中央交通バス「七

沢病院」行きに乗車（20〜30分）、「馬場（ば
んば）リハビリ入口」バス停で下車、徒歩約10
分。

○小田急線伊勢原駅から
北口３番乗り場から、神奈川中央交通バス「七

沢」行きに乗車（30〜40分）、「馬場（ばん
ば）リハビリ入口」バス停で下車、徒歩約10分。

自然保護課

野生生物課

https://twitter.com/hozenc_kanagawa
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4y/top.html
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